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第２回健康都市連合日本支部総会会議録 

 
１．日 時：平成１８年７月２０日（木）  １１時００分～１２時００分 
２．場 所：和洋女子大学東館１６階第１会議室（千葉県市川市） 

３．出席市：千葉県市川市、沖縄県宮古島市、愛知県尾張旭市、静岡県袋井市、岐阜県多治見市、 
（加盟順）群馬県伊勢崎市、千葉県袖ヶ浦市、千葉県野田市、千葉県四街道市、千葉県佐倉市、 

千葉県八街市、埼玉県川口市、千葉県鎌ヶ谷市、愛知県名古屋市、千葉県浦安市、 
千葉県松戸市、愛知県大府市、千葉県鴨川市、千葉県木更津市、埼玉県蓮田市 

４．次 第： 

１．支部長あいさつ 
２．役員紹介 
３．出席者紹介 
４．議事 

(１)平成 17年度事業報告について 
(２)平成 17年度収支決算報告及び監査報告について 
(３)平成 18年度事業計画（案）について 
(４)平成 18年度収支予算（案）について 
(５)健康都市連合日本支部規約の改正（案）について 

５．健康都市連合事務局報告 
６．情報、意見交換 

 
総会議決事項 

(１)第１号議案 平成 17年度事業報告について （全て承認） 
①健康都市連合日本支部設立首長会議の開催 
平成１７年４月１０日～１２日、沖縄県平良市（現宮古島市）において開催し、健康都市連合

日本支部規約の制定し、加盟４市の首長が健康都市連合日本支部の設立を宣言した。 
②ＷＰＲＯガイドライン（和訳）出版 
平成１７年４月、ＷＰＲＯガイドラインを健康都市連合事務局長監修のもと出版し、会員や健

康都市に興味を持つ自治体等に配布した。 
③健康都市連合日本支部ホームページの開設 
平成１７年５月、健康都市連合のＷＥＢの中に日本支部のＷＥＢサイトを開設した。その後、

随時更新し情報の提供を行った。 
④会員の拡大のための全国への広報 
平成１７年６月、全国の健康都市宣言都市を中心に健康都市連合設立のお知らせと会員拡大に

向けた広報活動を行い、設立当初４市から１年３ヶ月後には２３市に拡大した。 
⑤第１回健康都市連合日本支部総会および大会の開催 
平成１７年７月１４日～１５日、第１回健康都市連合日本支部総会および大会を千葉県市川市

において開催した。２５の自治体、市民を含め約４５０名が参加した。 
⑥ＷＨＯ健康都市研究協力センター主催研修への協力（健康都市交流プログラム） 
世界各国を対象としたＷＨＯ主催研修の現地視察地として受け入れ等の協力をした。 

⑦第２回健康都市連合日本支部総会・大会事務担当者会議の開催 
第２回健康都市連合日本支部総会・大会に向けて事務担当者会議を行い大会の概要、規約の改

正等を協議した。 
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⑧健康市都市連合（ＡＦＨＣ）・健康都市連合日本支部に関する情報提供・助言 
健康市都市連合（ＡＦＨＣ）加盟を希望する都市へ情報を提供し、加盟手続き等の助言を行っ

た。また、日本支部の活動に関わる情報を提供し視察の受け入れを行った。 
(２)第２号議案 平成 17年度収支決算報告及び監査報告について 
第１回総会において承認されたとおり平成１８年度より会費を徴収し予算を計上するので、平成

１７年度健康都市連合日本支部収支決算報告及び監査報告については省略。 
(３)第３号議案 平成 18年度事業計画（案）について （全て決定） 
①第２回健康都市連合日本支部総会および大会の開催 
平成１８年７月２０日、会員都市間のネットワークを強化、健康都市の取り組みについてのよ

り深い理解を目的として開催する。 
②ＷＨＯ健康都市研究協力センター主催研修への協力 

(a)世界各国を対象にしたＷＨＯ主催研修の受け入れ等の協力を行う。 
(b)国内の自治体を対象にした研修の開催に協力する。 
平成１８年７月２１日、ＷＨＯ健康都市・都市政策研究協力センター・２００６年特別ショー

トコースの開催に協力する。 
③会員の拡大のための全国への広報 
  全国の健康都市宣言都市を中心に健康都市連合設立のお知らせと会員拡大に向けた広報を行

う。 
④健康都市連合ニュースレターの和訳 
  健康都市連合から発信されるニュースレターを翻訳して国内向けに広報する。 

(４)第 4号議案 平成 18年度収支予算（案）について （原案のとおり決定） 
(５)第 5号議案 健康都市連合日本支部規約の改正（案）について （原案のとおり決定） 
・会員の種別の変更、それに伴う他の条文の種別に関わる部分の変更。 
・予算及び決算の条文について、時期的な表現を削除。 

 
健康都市連合事務局報告 

１．健康都市連合の会員について 
９ヶ国、正会員４４都市・準会員１２団体の合計５６団体が加盟（平成１８年７月１８日現在）、

２年前の２６団体から大幅に拡大。日本の都市は７都市が会員。 
２．健康都市連合の理事会について 
年に１，２回開催、健康都市連合の事業方針を決定（総会において承認）する役割。 

３．健康都市連合の主な活動について 
①会員の拡大について 
②支部活動について 
健康都市連合発足半年後に日本が支部を設立したことを先駆けとして、中国、韓国が支部

を設立。現在 ASEAN（東南アジア諸国連合）が支部を設立準備中。 
③健康都市表彰について 

WHOを中心とした健康都市のコンセプトに基づき、各国、各都市の創意工夫を生かした
取組みを表彰するもの。 
・WHO表彰：健康都市連合の会員にのみ応募資格を与えて、厳格な審査に基づき表彰。 
・AFHC（健康都市連合）：健康都市連合の表彰委員会を設置し選考。本年度からスタート。 
④WHOテクニカルプログラムとの連携 
・健康の社会的決定要因に関するプログラムへの協力。本年３月に中国の北京市において健
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康の社会的要因に関する WHO 諮問委員会が開催され、健康都市連合の会員を招聘し、健
康都市の立場からの発言を重点的に取り入れた勧告書を作成。 
・これまでの例としては、過去に平良市（現宮古島市）のヘルシーツーリズムプロジェクト、

袋井市の健康と環境に関する国際会議へのアジア代表としての参加、また WHO 協力セン
ターが行う研究への協力等で連携。 
⑤第２回健康都市連合総会・大会について 
本年１０月に中国蘇州市にて開催。総会において次回２００８年総会の議長都市を決定。

健康都市の世界大会で初めての企画として「市長サミット」を計画。 
 

情報・意見交換 

・事務局：日本支部総会の次回開催地については、各都市からご意見をいただいた上、事務局で

調整し、役員の話し合いで決定していく。 


